
平成３０年度労務管理講習会 
外国人労働者の適正な雇用と労務管理等について 

外国人労働者の労働災害発生状況 

と安全衛生管理 
 

青梅労働基準監督署 安全衛生課 
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ピークは昭和36年 

481,686（人） 

昨年(平成29年) 

120,460（人） 
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労働災害発生状況（H29）［全国］  

第三次産業 
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労働災害発生状況（H29）［全国］ 
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26% ▶ 28% 24% ▶ 26% 
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事故の型別・死傷災害発生状況( H15-H29)［東京］ 
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転倒 

21% 

動作の反

動、無理な

動作 

17% 

墜落、転落 

15% 

はさまれ、巻

き込まれ 

13% 

切れ、こすれ 

7% 

激突 

6% 

その他 

21% 

起因物なし 

12% 

通路 

10% 

トラック 

7% 

荷姿の物 

6% 
乗用車、バ

ス、バイク 

6% 

その他の装

置、設備 

4% 

その他 

55% 

青梅署管内における全産業の労働災害発生状況 H25-H29 

事故の型別                起因物別 
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はさまれ、巻

き込まれ 
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食品加工用

機械 
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その他の金
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帯のこ盤 
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31% 

起因物別 

青梅署管内における外国人労働者の労働災害発生状況 H25-H29 

当署管内では、外国人労働者が被災している業種は 

 製造業・建設業・商業でした 
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青梅署管内における 

災害発生状況 H25-H29 

事故の型別                起因物別 
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外国人労働者が被災している 

製造業・建設業・商業だけでみると 
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外国人労

働者 

741 

1.4% 

それ以外 

52,569  

98.6% 

外国人労

働者 

26 

1.6% 

それ以外 

1,628  

98.4% 

外国人労働者の占める割合 

東京労働局管内 青梅署管内 

青梅署管内における労働災害発生状況 H25-H29 

11 2018/11/20 



2017 2017 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

12 確定値 青梅署12次防目標値→ 342 329 316 303 290

死傷

件以内

件 件 超過

％ ％

月別目標及び実績 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
（5年目）実績（月別）→ 35 59 88 122 146 169 203 225 243 277 301 316

前年実績（月別速報値）→ 34 69 91 117 141 171 200 230 260 282 309 332

署12次防（5年目）目標値（月別）→ 25 49 74 98 123 147 172 196 221 245 270 290

青梅労働基準監督署
  

木造家屋

建築工事

業

＊

警備業

59 35 17 15 3 3 46 42 2 51 47 49 22 15 12 1 30 4 4 10 316
65 48 19 28 4 1 42 34 5 52 46 41 24 9 8 4 36 4 11 332

増減率(％) -9.2 -27.1 -10.5 -46.4 -25.0 200.0 9.5 23.5 -60.0 -1.9 2.2 19.5 -8.3 66.7 50.0 -75.0 -16.7 400.0 0.0 -9.1 -4.8 

全業種中の割合 18.7% 11.1% 5.4% 4.7% 0.9% 0.9% 14.6% 13.3% 0.6% 16.1% 14.9% 15.5% 7.0% 4.7% 3.8% 0.3% 9.5% 1.3% 1.3% 3.2% 100.0%

（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

下段は前年同期（確定値）
2017 2017 12

青梅労働基準監督署
  

木造家屋

建築工事

業

＊

警備業

1 1 1
1 1 1 2 1 1 1 6

全業種中の割合 - - - - - - 100% 100% - - - - - - - - - - - - 100% 

（注）

下段は前年同期（確定値）

上段は本年12月末日現在（確定値）

達成率(死傷)
（確定値）

316件/290件
(9%)

達成率(死亡)
（確定値）

1件/0件
(100%)

332 6
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業
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業
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＊
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＊

土木工事

業

＊

建築工事

業

件

＊

その他の

建設業

＊

道路貨物

運送業

 その他

の三次産

業

＊

卸小売業

運輸交通

業

316 件
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運送業

-12.65% )(  (前年比)

青梅

その１ 署別・業種別
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業

 その他
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業

-4.8 -83.3増減率(％)増減率(％)

上段は本年12月末日現在（確定値）

製造業 建設業
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＊

ビルメン

業

H29青梅署管内労働災害発生状況

青梅署12次防（5年目）目標値

290
災害発生状況（確定値） 災害発生状況（確定値）死亡

1 0死亡

死傷（４日以上）
件以内
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2018 2018 1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

10 平成30年10月末日現在）青梅署13次防目標値→ 311 305 300 295 290

死傷

件以内

件 件 10月度 超過

％ ％

月別目標及び実績 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
（1年目）実績（月別速報値）→ 41 71 103 131 158 180 204 232 256 265

前年実績（月別確定値）→ 35 59 88 122 146 169 203 225 243 277 301 316

署13次防（1年目）目標値（月別）→ 26 51 77 102 128 153 179 204 230 255 281 311

青梅労働基準監督署
  

木造家屋

建築工事

業

＊

警備業

64 25 5 17 6 3 35 28 3 35 27 39 18 14 17 3 23 3 6 265
42 27 15 9 1 3 35 32 2 36 32 31 16 9 7 1 22 1 3 9 227

増減率(％) 52.4 -7.4 -66.7 88.9 500.0 0.0 0.0 -12.5 50.0 -2.8 -15.6 25.8 12.5 55.6 142.9 200.0 4.5 -100.0 0.0 -33.3 16.7 

全業種中の割合 24.2% 9.4% 1.9% 6.4% 2.3% 1.1% 13.2% 10.6% 1.1% 13.2% 10.2% 14.7% 6.8% 5.3% 6.4% 1.1% 8.7% 0.0% 1.1% 2.3% 100.0%

（注１） （注２）データは労働者死傷病報告による死亡及び休業４日以上の災害。

下段は前年同期（速報値）
2018 2018 10

青梅労働基準監督署
  

木造家屋

建築工事

業

＊

警備業

0

全業種中の割合 - - - - - - - - - - - - - - - - - - - - -

（注）

下段は前年同期（速報値）

H30青梅署管内労働災害発生状況

青梅署13次防（1年目）目標値
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0 0死亡
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上段は本年10月末日現在（速報値）
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平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 

全体 75.2% 79.3% 84.3% 79.1% 89.8%

製造業 84.9% 89.0% 84.5% 87.0% 94.2%

建設業 62.7% 67.1% 71.6% 75.6% 81.4%

運輸交通業等 60.6% 87.5% 87.5% 92.1% 94.7%

商業 84.0% 80.9% 87.2% 72.0% 86.1%
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100.0%
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最近の労働法の違反率の推移 
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安衛法第２０条(事業者の講ずべき措置等) 
 事業者は、次の危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 
  一 機械、器具その他の設備(以下「機械等」という。)による危険 
  二 爆発性の物、発火性の物、引火性の物等による危険 
  三 電気、熱その他のエネルギーによる危険 

（罰則 安衛法第１１９条第１号、第１２２条） 
安衛法第２１条 
  事業者は、掘削、採石、荷役、伐木等の業務における作業方法から生ずる危険

を防止するため必要な措置を講じなければならない。 
 
２ 事業者は、労働者が墜落するおそれのある場所、土砂等が崩壊するおそれのあ

る場所等に係る危険を防止するため必要な措置を講じなければならない。 
  （罰則 安衛法第１１９条第１号、第１２２条） 

安衛法第２６条 
  労働者は、事業者が第20条から第25条まで及び前条第1項の規定に基づき講

ずる措置に応じて、必要な事項を守らなければならない。 
  （罰則 安衛法第１２０条第１号、第１２２条） 

事業者の講ずべき措置と労働者の遵守義務 
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安全衛生管理の基本対策 

安全衛生管理体制の構築 

作業管理 

健康管理 

安全衛生教育 

労働安全衛生マネジメントシステム 

・リスクアセスメント 
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安全衛生管理体制 
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適用事業場について 
 適用事業場とは,「企業単位ではない」 

東京本社 

大阪支社 仙台営業所 千葉出張所 

神戸営業所 

※安衛法は原則，企業単位ではなく事業場単位で適用となります。 
そのため，本社・支社・営業所等はそれぞれが事業場となり，届出
等もそれぞれで必要となります。 

場所的に独立した個々の事業又は事務所
はそれぞれが事業場となります。 

20 
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安全衛生推進者の資格要件 

選任後監督署への報告の必要はありませんが、事業場内において掲示を行う等 

周知を行う必要があります 

21 2018/11/20 

安全衛生推進者等の選任に関する基準 

(昭和63年労働省告示第80号) 
1. 学校教育法による大学又は高等専門学校を卒業した者で、そ
の後一年以上安全衛生の実務（衛生推進者にあつては、衛生
の実務。次号及び第三号において同じ。）に従事した経験を有
するもの 

2. 学校教育法による高等学校又は中等教育学校を卒業した者で、
その後三年以上安全衛生の実務に従事した経験を有するもの 

3. 五年以上安全衛生の実務に従事した経験を有する者 

4. 前三号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者  
(1)安全衛生推進者 

ア 安全管理者の資格及び衛生管理者の資格を有する者 

イ 安全管理者の資格を有する者で、当該資格を取得した後１年以上衛生の実務に従事した経験を有するもの 

ウ 衛生管理者の資格を有する者で、当該資格を取得した後１年以上安全の実務に従事した経験を有するもの 

エ 作業主任者の資格を有する者で、当該資格を取得した後１年以上安全衛生の実務に従事した経験を有するもの 

オ 元方事業者安全衛生管理者の資格を有する者 

カ 労働安全衛生法第25条の２第２項の厚生労働省令で定める資格（救護に関する技術的事項を管理する者の資格）を有する者で、当該資格を
取得した後１年以上安全衛生の実務に従事した経験を有するもの 

キ 労働安全コンサルタント 

ク 労働衛生コンサルタント 

ケ 昭和49年3月4日付け基発第112号「安全推進員制度及び労働衛生管理員制度について」通達に基づく安全推進員講習及び労働衛生管理員
講習を修了した者 

コ 安全推進員講習を修了した者で、当該講習を修了した後１年以上衛生の実務に従事した経験を有するもの 

サ 労働衛生管理員講習を修了した者で、当該講習を修了した後１年以上安全の実務に従事した経験を有するもの 

シ 職業能力開発促進法施行規則第９条に定める専門課程の養成訓練（職業訓練法施行規則及び雇用保険法施行規則の一部を改正する省令
（昭和60年労働省令第23号）による改正前の職業訓練法施行規則（次項で「訓練法規則」という。）別表第一の専門訓練課程及び職業訓練法
の一部を改正する法律（昭和53年法律第40号）による改正前の職業訓練法（次項で「旧訓練法」という。）第９条第１項の特別高等訓練課程の
養成訓練を含む。）を修了した者で、その後１年以上安全衛生の実務に従事した経験を有するもの 

ス 職業能力開発促進法施行規則第９条に定める普通課程の養成訓練（訓練法規則別表第一の普通訓練課程及び旧訓練法第９条第１項の高
等訓練課程の養成訓練を含む。）を修了した者で、その後３年以上安全衛生の実務に従事した経験を有するもの 

(2)衛生推進者 

ア 衛生管理者の資格を有する者 

イ 労働衛生管理員講習を修了した者 

ウ (１)のイ、エ、オ、カ、キ、ク、コ、シ及びスに掲げた者（エ、カ、シ及びスにあっては、安全衛生の実務を衛生の実務と読み替えるものとする。） 

昭
和
63
年
12
月
9
日
付
け
基
発
第
７
４
８
号 



（安全）衛生委員会 

労働安全衛生法第１７、１８条２項 

安全（衛生）委員会の委員は、次の者をもつて構成す
る。ただし、第一号の者である委員は、一人とする。 

1. 総括安全衛生管理者又は総括安全衛生管理者以外の
者で当該事業場においてその事業の実施を統括管理
するもの若しくはこれに準ずる者のうちから事業者
が指名した者 

2. 安全（衛生）管理者のうちから事業者が指名した者 

3. 産業医のうちから事業者が指名した者 

4. 当該事業場の労働者で、安全（衛生）に関し経験を
有するもののうちから事業者が指名した者  
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労働安全衛生法 

第１７、１８条第４項 

安全（衛生）委員会の議長は、総括安全
衛生管理者等がなるものとする。 

事業者は、上記の委員以外の委員の半数
については、当該事業場に労働者の過半
数で組織する労働組合があるときにおい
てはその労働組合、労働者の過半数で組
織する労働組合がないときにおいては労
働者の過半数を代表する者の推薦に基づ
き指名しなければならない。 
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衛生委員会組織図（例） 

産業医 

委員長 
（議長） 

衛生 

管理者 

衛生委員 

労働者代表
の委員 

労働者代表
の委員 

労働者代表
の委員 

法第１８条２項 

第１号の者 

（総括等） 

法第１８条２項 

第２号の者 

半数 

法第１８条２項 

第４号の者 

法第１８条２項 

第３号の者 

法第１８条２項 

第４号の者 
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全社的な安全衛生対策の推進 
〇 効果的な労働災害防止対策を進めるためには、 

「チェックリストⅠ･Ⅱ」を活用し、複数の社会福祉施設を展開する
法人本部が主導して、施設の労働安全衛生活動について 
全社的に取り組むことが重要です。 

25ページ
→ 

チェックリストⅠ 
（法人本部用） 

チェックリストⅡ 
（施設用） 
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転倒災害防止用教材の活用 

厚労省の 

「職場の安全サイト」 

からダウンロードできます 
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転倒災害防止用教材など 

42ページ↑ 
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35 うら表紙 
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1. 既往歴および業務歴の調査 
2. 自覚症状および他覚症状の有無の検査 
3. 身長，体重，視力及び聴力の調査 
4. 腹囲の検査 
5. 胸部エックス線検査 
6. 血圧の測定 
7. 貧血検査（血色素量，赤血球数） 
8. 肝機能検査（ＧＯＴ，ＧＴＰ，γーＧＴＰ） 
9. 血中脂質検査（コレステロール等） 
10.血糖検査 
11.尿検査 
12.心電図検査 
※ 年齢によって，検査項目を省略できます。 

健康診断 

雇い入れ時・１年以内ごとに１回 

従業員の健康状態等を把握 
安全配慮義務に対するリスク管理 
実施費用は原則会社負担 
健康診断結果は本人に通知 
健康診断結果は５年間保存 

テキスト 
P38 

36 

詳しくは↑ 
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健康診断の実施 （法第66条） 

医師の意見聴取 

         （法第66条の4） 
（産業医等対応、所見のある労働者） 

就業上の措置の決定等 

（法第66条の5） 
就業場所の変更、作業の転換、
労働時間の短縮 

医師の意見の衛生委員会への
報告（Ｈ18.4～） 

結果の通知（法第66条の6）  

意見（就業区分） 

・通常の勤務でよい 

・勤務を制限する必要がある 

・勤務を休む必要がある 
 

「健康診断結果に基づき事業者が
講ずべき措置に関する指針」 
（平成8年10月1日公示、改正 

平成20年１月31日 公示）  

定期健康診断有所見率 

Ｈ29年54.1％ 

健康診断の実施と事後措置 
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●衛生委員会等における調査審議 

●心の健康づくり計画の策定 

●４つのケア 

  ①セルフケア 

  ②ラインによるケア 

  ③事業場内産業保健スタッフ等によるケア 

  ④事業場外資源によるケア 

 により推進 

●事業場内メンタルヘルス推進担当者の選任 

 （衛生管理者等や常勤の保健師等から選任することが望ましい） 

 

労働者の心の健康の保持増進のための指針 
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安全衛生教育の実施等 

第四章 安全衛生教育 
第３５条 (雇入れ時等の教育) 

第36～39条 (特別教育関係) 

第４０条 (職長等の教育)  

その他 

能力向上教育 

特別教育に準じた教育、など 
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リスクアセスメントの実施時期 

建設物を設置し、移転し、変更し、又は解体するとき。 

設備、原材料等を新規に採用し、又は変更するとき。  

作業方法又は作業手順を新規に採用し、又は変更すると
き。  

前三号に掲げるもののほか、業務に起因する危険性又は
有害性等について変化が生じ、又は生ずるおそれがある
とき。 

労働安全衛生法 第２８条の２ 
 職場における労働災害発生の芽(リスク)を事前に摘み取るため、

設備、原材料等や作業行動等に起因する危険性・有害性等の調査
(リスクアセスメント)を行い、その結果に基づき、必要な措置を
実施するよう努めなければならない(努力義務)。 

 

労働安全衛生規則第24条の11  

危険性又は有害性等の調査は、次に掲げる時期に行うものとする。  
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対象の673物質
は・・・ 
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外部機関を活用して、効果的に取組みましょう！ 

ホームページにより確認してから活用してください。 

独立行政法人 労働者健康安全機構 

東京産業保健総合支援センター 
中央労働災害防止協会 

      一般社団法人 日本労働安全衛生コンサルタント会 

   公益社団法人 日本作業環境測定協会 

地域産業保健センター 

 事業場で産業保健活動に携わる「産業医、産業看護職、衛生管
理者をはじめ、事業主、人事労務担当者などの方々」を対象に「産
業保健研修」や「専門的な相談」などの支援を行っています。 

産業保健スタッフに対する「専門的研修の実施」 

産業保健スタッフからの「専門的相談への対応」 

メンタルヘルス対策の普及促進のための｢個別訪問支援」 

治療と職業生活のための「両立支援活動」 

 地域産業保健センターでは、労働者数50人未満の産業医の選任
義務のない小規模事業場の事業者やそこで働く人を対象として、労

働安全衛生法で定められた保健指導などの産業保健サービスを行っ

ています。都内18労働基準監督署(支署）管轄区域毎に設置されて

います。 

労働者の健康管理（メンタルヘルスを含む)に係る相談 

健康診断の結果について医師からの意見聴取 

長時間労働者や高ストレス者に対する面接指導 

個別訪問による産業保健指導の実施 

 大企業の営業所等で労働者数50人未満の事業場においては、本社
等で選任されている産業医等の協力を得られるようにお願いします。 

 労働安全衛生法に定められた厚生労働大臣の行う国家試験に合格し、
労働安全コンサルタント・労働衛生コンサルタント名簿に登録された労働

安全衛生の高度の専門家です。 

○労働災害が発生したとき 
○労働安全衛生マネジメントを導入 
 するとき 
○機械設備や化学物質のリスクアセス 
 メントを行うとき 

○機械設備や作業環境の改善を行うとき 
○安全衛生後援や安全衛生教育の講師が 
 必要なとき 
○安全衛生管理規程や作業手順の作成を 
 行うとき 
○安全衛生管理活動の活性化 等 

こんな時に活用できます 

 中央労働災害防止協会は労働災害防止団体法に基づき設立
されています。 

１ 安全衛生意識高揚のための 
  運動の展開 

２ 企業の指導者、安全衛生 
  スタッフの養成 

３ 専門家による技術支援の実施 

４ 安全衛生情報の提供 

５ 労働災害防止のための調査 
  研究等 

６ ゼロ災運動の展開 

７ 心身両面による健康・快適 
  職場づくりの推進 

 日本作業環境測定協会は作業環境測定法に基づき、作業環境測定士お
よび作業環境測定機関の業務の進歩改善に資する事などを目的として設立

されています。 

無料 ＊有料となる 
 場合もあります 

有料 

有料 

有料 

作業環境測定士による測定が義務付けられている指定作業場 

○土石、岩石、鉱物、金属または炭素の 
 粉じんを著しく発散する屋内作業場 
○放射線業務を行う作業場所（放射性物 
 質取扱作業室、事故由来廃棄物等取扱 
 施設） 
○一定の鉛他金属類取扱業務の屋内作業場 

○特定化学物質(第1類物質または第2類 
 物質）製造し、または取扱う屋内作業 
 場 
○有機溶剤(第1種有機溶剤または第2種 
 有機溶剤）を製造し、または取扱う一 
 定の業務を行う屋内作業場 
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報告 

業務中等の負傷により，死亡又は１日以上休業
した場合は、労災保険を使用していなくても
「労働者死傷病報告書」を遅滞なく所轄の労働
基準監督署長に提出する必要があります。 
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